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実 績 評 価 書
平成１６年８月

政策体系 番 号

基本目標 ８ 障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動す

る社会づくりを推進すること

施策目標 ３ 障害者の自己実現や社会参加を通じた生活の質の向上を進め

ること

Ⅰ 障害者が必要とする情報や福祉用具等を十分に入手できる体

制を整備すること

担当部局・課 主管課 社会・援護局障害保健福祉部企画課社会参加推進室

関係課

１．施策目標に関する実績の状況

実績目標１ 字幕や手話入りビデオテープ等の普及を推進すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

社会福祉法人聴力障害者情報文化センターに「ビデオカセットライブラリー等製作

貸出事業」を委託している。

（評価指標） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

894 1,088 896 945 982字幕や手話入りビデオテープの製作数

（備 考）

資料出所：各年度事業実績報告書

実績目標２ 点字図書等（声の図書、デジタル録音図書）の普及を推進すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

社会福祉法人日本点字図書館及び社会福祉法人日本ライトハウスに「点字図書製作

貸出事業」及び「声の図書製作貸出事業」を委託している。

（評価指標） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

214,591 199,066 197,850 166,801 164,341点字図書等の発行数、貸出数

（備 考）

資料出所：各年度事業実績報告書

実績目標３ 障害者情報ネットワーク（ノーマネット）等の普及及びそれを利用した

情報提供の充実を図ること

（実績目標を達成するための手段の概要）

財団法人日本障害者リハビリテーション協会が実施する「障害者情報ネットワーク

運営事業」に要する経費について補助を行っている。

（評価指標） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

31,523,721 52,263,156障害者情報ネットワーク(ノーマネット) 347,452 1,322,258 2,294,290

のアクセス数

（備 考）

資料出所：各年度事業実績報告書

実績目標４ 手話通訳等の普及を推進すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

手話通訳士試験（手話通訳を行う者の知識及び技能の審査・証明事業）を実施して



いる社会福祉法人聴力障害者情報文化センターに対して、毎回の試験結果についての

報告を求めるとともに、試験の実施要領を改善するように指導を行っている。

また、障害者生活訓練・コミュニケーション支援等事業による手話通訳者養成事業

（国庫補助事業－補助対象：都道府県、指定都市）及び市町村社会参加促進事業よる

手話通訳者養成事業（国庫補助事業－補助対象：市町村）により、手話通訳者の養成

を図っている。

（評価指標） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

手話通訳士の合格者数 ５０ ６３ ４０ ９８ １１７

（評価指標） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

3,341 4,535 11,811 17,913手話通訳者等の養成研修者数 －

（備 考）

資料出所： 手話通訳士合格者）各年度事業報告書（

（手話通訳者等の養成研修者数）当室調べ

実績目標５ 利便性に優れ、実用性の高い福祉用具の着実な開発及びこれに資するた

めの実践的な研究を推進すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

「福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律 （平成５年法律第３８号）に」

基づき、福祉用具の研究開発を行う民間事業者に対し、財団法人テクノエイド協会を

通じて助成金を交付している。

国立身体障害者リハビリテーションセンターにおいて、毎年研究課題を定め、福祉

用具に関する研究開発を実施している。

（評価指標） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

国立身体障害者リハビリテーションセン ７ ７ ６ ７ ７

ターにおける研究件数

（評価指標） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

財団法人テクノエイド協会を通じた研究 １６ ２０ １６ １６ １６

開発助成件数

（備 考）

資料出所：各年度事業報告書

２．評 価

( ) 現状分析1
現状分析

障害者に対する情報提供については、多様化する障害者のニーズに応え、様々な媒

体を活用すること等により、障害者の情報入手の機会、コミュニケーション手段の拡

大に寄与しているところであり、また、手話通訳士及び手話通訳者の養成が着実に行

われていることから、施策目標は達成されている。

福祉用具については、助成事業により開発された成果物の中には、商品化されてい

るものも少なくなく、これらは、障害者及びその介護者に広く使用され、障害者の日

常生活における負担の軽減、社会参加の促進に寄与しているところであり、施策目標

は達成されている。

また、国立身体障害者リハビリテーションセンターにおいては、身体障害者に関す

るリハビリテーション技術の研究開発や補装具の試験評価等に関する研究開発に取り

組み、身体障害者の福祉の向上に寄与している。



( ) 評価結果2
政策手段の有効性の評価

実績目標１の「字幕や手話入りビデオテープ等の普及の推進」については、聴覚障

害者関係施設、団体等を通じて、多くの聴覚障害者に利用されているところであり、

一般の放送番組等において、字幕付きの放送が完全普及に至っていない現在にあって

は、本事業の有効性は認められる。

実績目標２の「点字図書等（声の図書、デジタル録音図書）の普及の推進」につい

ては、評価指標である「点字図書等の発行数、貸出数」が低下しているが、それは、

録音図書の媒体が従前のカセットテープからＣＤに順次移行している一方、評価指標

にはＣＤによる録音図書の製作・貸出数が含まれていないためである。平成 年度11
補正予算(第２号)における「点字図書情報ネットワーク整備事業」により、視覚障害

者がインターネットにより全国の点字図書館の蔵書等のデータを把握することが可能

となるとともに、平成 年度からは、視覚障害者団体等の要望を踏まえ、声の図書16
のＣＤ化及びインターネットによる配信を導入しているところであり、今後、利用者

が大きく増大することが見込まれることから、本事業の有効性は認められる。

実績目標３の「障害者情報ネットワーク（ノーマネット）等の普及及びそれを利用

した情報提供の充実」については、インターネットによるホームページ、メーリング

リスト等を通じて、障害者が必要とする幅広い情報を収集し提供するとともに、利用

者同士が必要な情報交換をするためのネットワークであり、障害者関係団体からも様

々な情報提供を受けた上で実施している。アクセス件数が大幅に増加傾向にあること

も、障害者の情報収集の機会拡大に本事業が貢献していることの表れであり、事業の

有効性は認められる。

実績目標４の「手話通訳等の普及の推進」については、手話通訳士は、手話通訳の

知識及び技能がある一定程度のレベル以上に達している者であり、その数が増えてい

ることから、聴覚障害者が必要な情報を入手できる体制が整備されていると言える。

また、手話通訳者の養成についても同様に登録者数が増加しており、これらの事業の

有効性は認められる。

実績目標５の「利便性に優れ、実用性の高い福祉用具の着実な開発及びこれに資す

るための実践的な研究の推進」については、国立身体障害者リハビリテーションセン

ターにおいて、例年と同様に７件の研究課題を定め、確実に研究開発が実施されてお

り、事業の有効性が認められる。また、財団法人テクノエイド協会による「障害者の

自立促進、介護者の負担軽減に資する福祉用具開発」についても、例年どおり１６件

分について採択・実施がなされ、民間企業にとっては参入に当たってリスクの大きい

福祉用具市場の規模の拡大及び利用者の利便性の向上の促進を図っているところであ

り、本事業の有効性は認められる。

政策手段の効率性の評価

実績目標１から３に係る施策については、事業の実施を障害者関係団体が担い、障

害者のニーズを的確に捉えた情報提供内容及び実施体制の確保に努めているところで

あり、効率的に事業の実施がなされている。

実績目標４の「手話通訳等の普及の推進」については、手話通訳士の認定は、審査

・証明事業を的確かつ円滑に実施するために必要な経理的基礎及び事務的能力を有す

るものであること等といった基準を満たしていると厚生労働大臣が認定を行った法人

が実施しており、効率的に事業の実施がなされている。

実績目標５の「利便性に優れ、実用性の高い福祉用具の着実な開発及びこれに資す

るための実践的な研究の推進」については、国立身体障害者リハビリテーションセン



ターにおいて、年次計画による計画的な研究開発が実施されるなど、効率性の確保が

図られている。また、テクノエイド協会においては、専門家等による審査委員会の審

査のもと、障害者のニーズを踏まえた研究開発に絞り、採択のうえ助成を実施してい

るところであり、事業の効率性は認められる。

総合的な評価

障害者に対する情報提供については、多様化する障害者のニーズに応え、様々な媒

体を活用し、障害者の情報入手の機会やコミュニケーション手段の拡大を図っている

ほか、社会福祉法人による手話通訳士試験の実施、都道府県・市町村における手話通

訳者の養成により、手話通訳等の普及が効果的・効率的に行われている。今後も施策

目標の達成に向けてより一層の推進を図っていく。

福祉用具については 「障害者の自立促進、介護者の負担軽減に資する福祉用具開、

発」を効果的・効率的に実施しているところであり、施策目標である「障害者の自己

実現や社会参加を通じた生活の質の向上」を達成している。 分析分類評価結果分類

③ ②

３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

なし。

②各種政府決定との関係及び遵守状況

○障害者基本計画（平成１４年１２月２４日閣議決定 （抄））

２ 生活支援

⑥福祉用具の研究開発・普及促進と利用支援

福祉用具に関する情報の提供や相談窓口の整備を推進する。特に、専

門的な相談に対応していくため、情報提供機関や相談機関のネットワー

ク体制の構築を図る。

福祉用具の相談等に従事する専門職員の資質向上のため、研修の充実

を図る。

国立身体障害者リハビリテーションセンター、ＮＥＤＯ（新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構）における福祉用具開発のための先進的研究

を推進するとともに、研究機関、大学、企業等の連携により、福祉用具

。 、 、の開発等を進める また 研究成果の安全かつ適切な普及を図るために

積極的に標準化を進めるとともに、国際規格提案を行う。

７ 情報・コミュニケーション

③情報提供の充実

聴覚障害者情報提供施設について、全都道府県での整備を促進する。

放送事業者の協力も得て、字幕番組、解説番組、手話番組など障害者

に配慮した情報提供の一層の拡充のための施策を推進する。

点字図書、字幕付きビデオなど視聴覚障害者への情報提供サービスの

充実を図るとともに、公共サービスにおいては、点字、録音物等による

広報の促進を図る。また、字幕付きビデオ作成に係る著作権の運用改善

を図る。

④コミュニケーション支援体制の充実

コミュニケーション支援を必要とする視聴覚障害者に対する手話通訳

者、要約筆記者及び盲ろう通訳者の養成研修を推進するとともに、これ



らの派遣体制の充実強化を推進する。

各種サービス窓口における手話のできる職員の育成、配置を働きかけ

るとともに、国民の手話に対する理解と協力を促進する。

○重点施策実施５か年計画（平成１４年１２月２４日障害者施策推進本部決定）

（抄）

障害者基本計画（平成１４年１２月２４日閣議決定）に沿って、同基本計画

の前期５年間（平成１９年度末まで）において重点的に実施する施策及びその

達成目標並びに計画の推進方策を以下のとおり定めている。

１ 活動し参加する力の向上のための施策

（２）福祉用具等の研究開発とユニバーサルデザイン化の促進

・ 基準やガイドライン等の作成における高齢者・障害者のニーズへの

配慮指針である国際規格 ／ ガイド （規格作成における高齢ISO IEC 71
15 JIS者・障害者のニーズへの配慮ガイドライン）を平成 年度までに

規格化する。

・ 障害の特性に配慮したセキュリティシステム、防犯・防災設備の研

究開発、普及を行う。

・ 個人適合型の生活環境・就業環境創出のためのデータベース整備・

研究開発を行う。

・ ユニバーサルデザインに配慮した設計に必要な人間の寸法・形態に

16 10関する知的基盤を整備するため 平成 年度までに人体寸法を 約、 、

分間（従来約 分間）で測定する技術開発を行うとともに、少なくと90
も 人程度の人体寸法・形態を測定する。100

（３）情報バリアフリー化の推進

① デジタル・ディバイドの解消

・ 高齢者・障害者の利用する 機器の設計ガイドラインを平成 年IT 15
度までに作成し、以降 機器別の 規格を順次整備する。IT JIS
・ 障害者の 利用を支援する技術者の養成・育成研修等の開催を推進IT
し、平成 年度までに 人以上が受講することを目指す。19 10,000
・ 障害者の 活用を総合的に支援する拠点を整備する。IT
・ ホームページ等のバリアフリー化の推進のための普及・啓発を推進

する。

②情報提供の充実

・ 字幕番組、解説番組及び手話番組の制作費に対する必要な助成を行

う。

・ 効率的な番組制作技術の研究開発等の推進により障害者向け放送番

組の拡充を図る。

。・ 障害者の自立した食生活の実現のための関連情報の提供を推進する

③研究開発

・ 障害者が使いやすい情報通信機器、システム等の開発・普及支援を

行う。

・ 障害者ナビゲーションシステムを開発する。

・ ユビキタスネットワークとロボットを結ぶネットワーク技術等の研

究開発を行う。

・ 視覚障害者に音声情報を提供し、歩行、移動等を支援する案内シス



テムを設計するための指針に関する 規格を、平成 年度までに整JIS 15
備する。

③総務省による行政評価・監視等の状況

なし。

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

なし。

⑤会計検査院による指摘

なし。


